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1基 礎 概 念
会計理論 の形成方 法には,大 き くわ けて二通 りの方法が あ る。 ひとつは説明約説 迷論 を形成 す る
方法 であ り,他 のひ どつは機能 的規範 論 を形成 す る方法 であ る。 いずれの方 法 を採 用 しようとも,
それが科学 であ るためには首 尾一貫 した会計理 論 の形成 に努 めなければな らないで あ ろ う。 そ して,
首尾一貫 した会計理論 を形成 す るためには,そ の前提 と して,会 計理論 形成 に 当 っでその柱 となる
理論 上の原 則 を確 立 しておかなければな らないであろ うし,さ らに,そ の前 に,形 成 しようとす る
会計理論 の出発点 とな る概念 一 一これ を基礎概念 と呼ぶ ことにす る…一 を明確 に しておかな ければ
な らないであ ろ う。 すなわち,会 計理論形成 の手順 か ら言 えば,"まず,出 発点 とな る基礎概 念 を明
確に し,つ いで,そ の基礎概念 を求 めるための会計原則 を確 立 し,そ のの ちに,こ の会計 原則 を柱
とした会計理論 を形成 す る,と い うことにな るであ ろ う。 したが って,基 礎概念 に何 を求 めるかに
よって,会 計理 論上の原則,さ らには会計理論は大 ぎ く異な るこ とにな るであ ろ う。
会計 の中心 的課題 がr利 益 』の策定 である ことにつ いては多 くの人 々が納得 してい るこ とで あ る。
しか し,多 くの人 々にr利 益』 をテ ・ー一マに語 って もら うとす れば,話 の内容 は まち まちで,互 に別
々の話 を してい るとい うことに もな りかねない。 事実,『利益』概念 は論 者に よって異な っていて、
『利益』 概念 を どの ように理解 す るかに よ って会計 理論は大い に異な った もの とな ってい る。 そ し
て,そ れ ぞれの論者が描 いた 『利益』概念が異 な っているがゆえ にその 『利益』 を算定 す るための
会計原 則 も互に異な った もの とな り,さ らに,そ の会計原 則 を柱 と して組 立て:られ る会計:理論 も互
に異な った ものにな って い る。『利益』 概念.をどの ように理解 す るかに よって会計 原則が異 な り,
また,会 計原 則の ちが いが会計理 論 のちが いとな って現わ れて くるのであ る。 この ように見て くる
と,会 計理 論上の原 則 お よび その原則 を柱 と して組 立て られる会計理論 が異な るのは 出発点に存在
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す るr利 益』概念 が互に異 な ってい るか らであ る,と 言 えるであ ろう。 すなわち,『利益』 をどの
ように理解 するかは会計理論形成 に当 っての出発点 とな るものである と考 え られ,r利益』 こ そ会
計理論形成 のための基礎概念 である と言 えるであろ う。
会計上 の 『利益』概念 と して,全 体 目的に役立つ単 一の 『利益』 概念 を確 立すべ きであ る との主
張 がないわ けではない。 だが,そ の ような主張 を も含めて,現 実に,各 論者が主張 する 『利益』概
念 は主張 する会 計理論 ご とに異 な ってい る。 それは,会 計 口的 に種 々の ものが存 在 し,そ して,そ
れぞれの 目的 ごとに,そ れに合致 した 『利益』概 念が選択 され,そ の結果,そ の異 な った 『利益』
を算定す るための会計原則に異 な りが見 られ,そ の異 な った会計原則 によ って会計理 論が組 み立 て
られ るがゆえに,会 計理 論に種 々の異 な った ものが存在 す るとい うことになるか らであ ろう。 会計
理 論 とい うものは会計 の中心 目的 に向 けて理路整 然 と形成 され る ものであ ってみれば,中 心 目的 に
何 を選 ぶかに よt,,て,形成 され る理 論は異な ることに な り,r利益』 概念 も選 んだ中心 日的 ご とに
ての
異 なることに なるのである。
r利益』 は,会 計 ・会計 学において取 り扱 われてい るのみな らず,経 営 学 や経済学にお いて も取
り扱わ'れてい る。 しか し,会 計 お よび会計学が対象 とす る 『利益』 と,経 営 学や経済 学が対象 とす
るr利 益』 とが 同一 嘱 念 み ものであ る必要 はない。否,む しろ洞 一の概念 の もの であ っては な
らないであ ろうb.経営 学や経済 学が取 り扱 ってい る 『利益』概 念は それ ぞれの科学の領域 内の事象
の理解 に有効 な 『利益』概 念であ るはずであ って,会 計学の領 域内 の事象 を理解 す るための 『利益』
概念 と同一 の ものであ るはずはないであ ろう。科 学は その領域 の 目的に合わせ て理論展開 される も
のであ ってみればシ 目的 が異 なるな らば,理 論は異な って展開 され ることにな るは ずであ るφ、:それ
ぞれの科学 の対象 とす る領域 の 目的は,当 然,互 に異な ってい るはずで,そ れゆえにそれぞれの科
学が域 立す るのであ る。仮に,他 の科学の対象 とす る領域の 目的 と自己の領域 の 目的 とが同 一の も
のであ るとすれば,そ れ らは同・一の科学であ ることにな って し まって,何 も別 々の科学 として存在
す る必要 はないであ ろ う。科 学が対象 とす る領域 およびその領域内 の 口的 が それぞれの科学 ごとに
異.なってい るか らこそ別々の異な った科学が成立 しうるのであ る。科学は それぞれが対 象 とす る領
域 の 目的が異な るゆ えに,そ れ ぞれに成 立'・存在す るのであ り,そ れぞれの科 学 における諸概念 も
その 目的に充分 に合致 した ものが選択 されなければな らないであろ う。r利益』概念 も,ま た,そ
れ ぞれの科 学が対象 とす る口的が異な る ところが ら,そ れぞれの科学 ごとに異な っていて よいであ
ろ う。仮 に,そ れぞれの科学が取 り扱 っているr利 益』概念が 同一 の ものであ るとするな らば,そ
れぞれの科学 の 目的は同一 である とい うことにな?て しまって,そ れ ぞれの科学 の独 自性は失 なわ
れて しまうであ ろう。 それぞれの科学 には独 自性 が存在 し,他 の科学 と識 別 しうる とい うのであれ
ば,そ れぞれが取 り扱 うr利 益』概念 は それぞれの科学 ごとに異 な った ものにな るはずであ る。 こ
れ と同 じ$う に,会 計 において も,会 計 口的に何 を選択す るか に よって,r利 益』概 念 も大 き く異
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な って くるのは 当然 の ことで ある。
『利益』 とい うと,多 くの者 は現 行の会計において算定 され る利益 とか,現 行 の公表財務諸表 の
一項 目として見受 け られる利益,た とえば,当 期純利益 や繰 越利益 とい ったr利 益』 を思い うかべ
るか もしれない。 それ も 『利益』 のひ とつ である ことは確か であ る。 しか し,『利益』 とは,本 来,
利点 とか,有 利性 とか,何 か良い こ と,と い った もっと基本的かつ広 い意味 の もの であ る。神 仏に
祈願 しての 『御利益』は 『利益』の うちの ある限 られた意味 の もので あろ う。 また,会 計 上の 『利
益』 も基本的か つ広 い意味の 『利益』 の うちの限 られた意味の ものであ る。
人 が何か行 為 をなすば あい,そ れが遊 びであれ,仕 事 であれ,行 為の動機 づけ となる ものは 『利
益』 の存在 であ るだ ろ う。た とえば,そ れが遊 びであれば,健 康 管理だ とか精神 衛生だ とかについ
て,r利益』 の存在 がその行為 の動機 づけ とな るであろ う。 このばあいのr利 益』 は多分に心理的
な意味 のr利 益』 であ って,貨 幣額 に よる計測は困難であ る。 また,そ れが仕事 であれば,経 済的
効果 の大 ・小 が行為 の動機 づけ とな るであ ろ う。仮 に,そ の仕事 の実体 が営利企業 であるな らば も
ちろんの こと,そ れが非営利企業や国家 お よび家政 とい った消費経 営であ った と して も,比 較的少
ない経済的努 力で比較的大 きな経済的効果 をあげる ことが期待 されるべ きであ り,経 済的効果の大
・小が行為の動機 づ けとなるであろ う。 この経済的効果 の大 きい ものは,そ れだけr利 益』、が大 き
く,経 済的効果の小 さい ものは,そ れだ け 『利益』が小 さい とい う ことにな るで あろ う。.この 『利
益』 は,貨 幣額 に よって計 測可能 な もの である。
基本的かつ広 い意味のr利 益』 を大 き く,心 理的 な意味の もの と経済 的意味 の もの とに分 け ると,
心理 的な もの と経済的な もの とでは,そ の行為 の 目的 によって求め るr利 益』概念 にちがいが生 ず
ることにな る。 仮に,遊 び を対象 と して 『利益』 とい うか,利 点}有 利性,何 か良い こと,を 問 う
とすれば,こ のば あいの 『利益』 は心理 的な ものが問わ れてい るのであろう し,仕 事 を対象 として
のr利 益』 を問 うとすれば,こ のばあ いの 『利益』 は経済的 な ものが問 われて い るのであ ろ う。時
どして,ギ ャ ンブルの ように趣味 と実 益 を兼 ねてい るもの もあ るが,あ る行為 を行 な うときには そ
の目的 に合致 したr利 益』 が問題 にな るは ずである。会計 の中心的課題 は 『利益』 の算定 であ ると
い うとき,'このr利 益』 は貨幣額 に よって計 測可能 なr利 益』 の う'ちか ら,会 計 の主 目的であ ると
見 られる もの と合致 した ものを選ば なければ な らないであ ろう。 そ して,こ の貨 幣額 に よって計測
可能 な 『利益』 の うち,自 か らの対象 とす る 『利益』 を どの ような概念の もの と規定す るかは,自
　
か らが選択 した会計 目的 との関係 に よって決定 する ことになる。'そして,会 計 目的に合致 したr利
益』概 念 を基礎 として,そ のr利 益』 を算定す るた めの会計原 則 を確 立 し,そ の会計原則 を柱 とし
'て会計理論 を形成 す ることにな るのであ る
。 すなわ ち,目 的 に合致 した 『利益』・概念 をどのように
規定す るかに よって,形成 す る会計理論は異な るこ とにな るのであ る。会計 目的 に合致 したr利 益』
概念 の選択 こそ会計理 論形成 に当 っての出発 薫で あ り,r利益』 は会計理論形成の ための基礎概念
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である と言 え るであ ろう。
Hペ イ トン ・リ トル トンのr利 益』 概念
現 行の会計 においては,『利益』は実現主議(販 売基準)に よって認識、・計 上 されで い る。 『利益』
は経営活動 の全過程 を通 じて稼褐 されてきてい るに もかかわ らず,現 行 の会計 に おいてば,そ れが
実現 す るまでは認識 ・計 上 しないのである。 これは,現 行の会計が求 め る 『利益』 が分配可能 利益
であ るか らであ る と説 明 され るであ ろう。 この点 について,W.A.ペ イ トンとA.C.リ トル トンは
1940年の共著 『会社会計基準序説』 において次 の ように のべて いる。 「・一 ・収益は営業 活動 に よっ
て暗黙裡に稼得 されている とい うことができるが,通 常 その金額は その活動過程 が完 了 し,製 品が
顧客 に引渡 される まではなお不 確実であ る。 この(引 渡 しの)時 に至 って その製 品に対 する価 格は
くの
客観的 に決定 され,'そして収益実現 の尺度 とするにふ さわ しい新 しい資産が登場 す るので あ る。」
「……収益は新 しい;そ して信頼 しうる資産,望 む ら くは現 金 または現 金同等物 で立証 され,裏 づ
け られるべ きであ る。 この ような基 本的 な要件 は販売の完 了 を収益実現 の試標(test)として用い
ることに よっセ充分に満 たされ るのである。 ……販売 は その企業 に新 らしい資産,通 常現金 または
受 取債権,を もた らして・… ・政府 に法人所得税 を支払 い投 資君た ちに利子 や配 当を支払 う基礎 を供
くの
与す る。」 この ように,r利益』 とは実現 した利益 であ ると考 えるのは,r利益』 を法人税 の支払いや
投資家 への配 当支 払い とい った分配可能 な利益 とみ る考 え方 に基 づ くものであ る。 そ して,r利益』
とは分配可能 利益 であ る とす る見方 によればそのr利 益』 の認識原則 と しては実現主議の原則 が採
用・され るこ とにな る6
上記 の ように,共 著者達は 『利益』 について分 配可能 利益 を念頭に おき',その 『利益』 は実現 主
義 に よって認識 ・計 上すべ ぎである とす る。 しか し,そ の一づ7で,共 著者達 は未実現 の 『利益』 の
認識 を否定す るわけではない。 この点 につ いて次の ような例 をあげて い る。「養培中 の樹木 につ い
ては,生 長期間全般にわ た って収益 を配分 してい る実例 が若干有 力であ る。 それはい ろいろな.(生
長)段 階 でその生産物(た る立木)を 販売 す るこ とが きわ めて容易 だか らにほかな らない。た とえば
常盤木は ほ とん どいか なる樹齢 について もその ときの市場価 格 で販売 しうるので,生 長 中の樹 林 を
現在販売 しうる値段 はいかな る特定 の 目附 について もあ る程度の正確 さをもって推 定 しうる。 ……
同様 に,羊 その他 の家 書類の群 の 自然的 な増加 は,市 場性 のいち じるし く高 い資 産 を表示 してお り,ゆ
それゆえに,認 識可能 な収益 の諸 属性 の一つ を備 えて い る。」 「自然増加(accretionornatural
increase)が実質 的な収益 として報 告 されるべ きではない とい って も,こ の現 象 の貸借対照表的 な
観点 より見 た現実 ま,たは重要性 を否定 す るとい う意味 ではない。 ……資産 の増価 分が,… …実現 し
た利益 と別箇 に報告 され るなちば,自 然増価分 を注意深 く推 定 して報告 するこ とにたい して重要 な
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反対意見 は まった く存 しない。実際,家 蓄群 の場合 には 自然的な増大にたいす る注意深い会計 は,
くの
管理上 の観点 か ら見て,… …重要1生を有 す るの であ る。」 この よ'うに,共 著者達 は 自然増価 に基 づ
くr利益』 を報告 す ることに賛意 を表 わ してい る。 ただ,こ のr利 益』 は分配可能利益 とい う意味
の ものではな く,分 配可能 な実現 した 『利益』 と区別す るな らば報告上 あるいは管理 上の観点 か ら
有効 な 『利益』 であ って,そ の認識 は何 ら実現 主義 に よる必要はない とい うのであ る。 このほかに,
共着者達 は,あ の種 の酒類 を例 に して,報 告のた めに意味 のあ るr利 益』 概念 を示 して次 の ように
のべて い る。「た とえば,あ る種 の酒類 の場合 は,成 熟 の期間 中に増加 す る実現可能価額 の増加 分
は最 終の販売価格 中主要部分 を占 めてお り,… … もし測定 が注意深 く行わ れ,実 現 した利益 と混 同
しない ように明確 に呼称 されるな らば,こ の よ うな増大 を とき どき報告す る ことにたい して重大 な
ゆ
反対論 は まった く存 しない。」 すなわち,報 告 のため には実現 利益 と区別 するかたちでの未 実現 利
益 の認識 を主張 する。 さらにジ これ と同 じよ うな趣 旨の ことがのべ られてい る。 「実務上 は,市 場
価 値 をr棚 卸』 評価 の基礎 として用 いる ことに よって,市 場性 あ る証券 の増価分 が間 接的に実現 し
た利益 として認識 される こともある。 ……財政状況 が,… …一層正確 に表わ され るとい う……理 由
か ら弁 護 されねばな らないだ ろ う。 手持 ちの証券 の換金価値 が間違 いな く増大 してい るとい うこ と
は,そ の持主 に とっては,そ の証券 が実際 に利益 を生んで売 り払われたために生ず る資金の増加分
を市場性 あ る証券 の追加分 に(再)投 資 してい るの と実質 的に同 じ意味 を持 ってい る。 ・…"し か し,
増価分 またはr減 価 分 』(declination)が企業 の活動 を反映 する もの といい うる として も,手 持 分
くの
の市場価値 の増減 を未実現 利益 ない し損 失 と して示 す方が 望 ましい ことは明 らか であ る。」 こ の よ
うに,共 著者達は 『利益』 を実現 した利益 と区別 し,何 か それ らしい名称 を付 す るな らば,そ の
『利益』 を報告 する ことにやぶ さかではない とす る。 この 『利益』 は未実現の利益 である として,
実現利益 であ る分配可能利益か ら除 くことを意識 してい る点 において,や や分配 可能 利益 とい うも
の を意識 しす ぎてはい るけれ ど も,そ れ とは異 なる 『利益』概念 であ って,報 告 目的 のための 『利
益』概 念であ ると言 えるであ ろ う。 その一方 で,共 著者達 はr会 社会計基準序説』 の第4章 「収益」
(Revenue)の「増価」(ApPreciation)の節 において,増 価 分 をr利 益』 として認識 する ことを否
定 し,次 の よ うに論 じてい る。「増価 は認識 可能な利益 と言 えるであ ろうか。 この問 については否
定的 な答 えは まった く正 当である。価格 の変動 が現存 す る企業 資産 の経済的 な意味 に重要 な係 わわ
りを もっ ことは疑 いない。 しか し,市 場価 値 の増大 が実際 の利益 を表 わす とい う見解 には,正 当な
理 由はほ とん どない。ピ般に増価 は営業活動 について の利益 を反映 しないか,あ るいは,そ の尺度
とな らない。増価 は取引ない し転換行為 の結果 では ない。増価は債務 の弁済 や,出 資者 への支払 に
当て られる ような流 動資産 を追加 する ことに役 立つ こ ともな い。増価は法 律上 も利益 と して認 め ら
ロの
れる ことは あ まりない。 いや,ほ とん どない。」 この ように,共 著者達 は,先 に増価 にかか る 『利
益』 を報告 する ことを提案 してお きなが ら,こ こでは,増 価 はr利 益』 ではない,と する。 この
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『利益』 は共著 者達がのべ ているよ うに,出 資者へ の支払 に当て ることので きない ものであ って,
分配可能利益 とい う観 点か らみたr利 益』 概念 であ る。 共著者達 は増価 について,r利益』 であ る
とのべ るばあい もあ るし,『利益』 ではない とのべ るばあい もあ る。'これは,分 配可能 利益 を問題
にす る ときには増価 をr利 益』 とは見 ないのに対 して,経 営状況 の報告 ない しは管理 上の観点か ら
見る ばあいには増価 を 『利益幽 として取 り扱 う とい うのである。 す なわ ち,共 著者達 は,『利益』
概念 は会計 の 目的 ごとに異 なる とみるのであ る。
さらに,・共著者達 は,資 産 の売却 に よ って生 じたr利 益』 につ いて次の よ うにのべて いる。「不
動産 お よび その他の固定資産の売却 に よって生 ず る利益 は真 の利益 を意味 せず,し たが って損益計 .
算書 のなかで報 告 されるべ きでない とい う見解 が……存す る。…… この意見は実現 した増価 分が主
として一般物価 変動の結 果であ る場合 に限 り真 に正 当化 しうる。 しか し貨 幣価 値が安定 して いる場
合 は,い わゆ る資本的利得(capitalgain)が真正 の企業利益 を構成 し,… …配 当の基礎 に供 され
うること醐 ら旋 あろぬ このばあい,共 著者達はr利益』を分醐 能利益である拷 えてい
るめであ ろ う。資産 の売却 に よって増価 分が分配可能利益 を構成 するのは実現 したr利 益』 を念頭
に置 いた ものであ る。∫しか し,こ の 『利益』'が貨幣価値 の変動 に基 づ くものであ る と す れ ば そ の
r利益』 は架空 のr利 益』 であ り,分 配可能利益か ら除 かれる ことになるのは当然 である。 すなわ
ち,r利益』 とは分配可能 利益 である と言 うとして も,貨 幣価 値 の変動分 を会計 において調整 しよ
うとす るな らば,そ の 『利益』 の範 囲は異な ることになる とい うのであ る。 ペイ トン ・リ トル トン
に よれ ば,会 計 の主 目的に何 を選 択す るのか によ ってr利 益』概念 は異な るこ とになる し,、また,
何 をテー マにするかに よ って 『利益』 の範囲 も異 な って くるとい うのであ る。
III会計 目的 とr利 益』概念
『利益』 の概念 は,ヘ ン ドリクセ ンがのべ てい るように 「要約 した会計 資料 を受 け とる人 の利用
　
日的 お よび開示 された内容 をど う理解 しようとす るかに よゲ て決定 される」 ものである。 あ る目的
のために利用 しようとす る人々に と って有効 な 『利益』概念 も他 の 目的のた めに利用す る とした ら,
ゆ
その人 の利用 目的に役 に立つ とは限 らな いであ ろう。『利益』 概念は会計 目的 との関係 か ら規 定 さ
れ る ものである。 こうい つた観 点か ら,ヘ ン ドリクセ ンは下記 の ようなr利 益』概念が存在 する と
　
指摘 する。
(1)一般的なr利 益』概 念 であ って,制 度会計 か ら求 め られるr利 益』 概念
(2)経営効 率計 測のた めのr利 益』 概念
(3)経営の予測手段 となる 『利益』概念
(4)経営意 思決定 のためのr利 益』概 念
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以下,会 計 目的 と 『利益』概念 との関係 について検討 してみ よ う。
1・分配可 能利益算定 目的 とr利 益』概念
企業 が獲 得 した 『利益』 について,出 資者 への配 当,利 益準備金 への積立て,国 家 および地方 公
共 団体 への税 金の支払,役 員賞与の支払,そ の他 の分配が行 なわ れている。 この ような分配可能 利
益 の算定 は企業 に とって欠 くことので きない ものであ り,会 計の主 目的 を分配可能利益算定 であ る
とする主張 があ る。 この主張 を採 る者 は現在 の制度 として行 なわれ ている会計 を観察 した上 でその
よ うに主張 するの であ って,そ み会計 理論は現行の制度会計 について,何 ゆ えに その よ うに行 なわ
れてい るのか を説 明的 に記述 する説 明的記述論 と して展開 されて いる。 そこで,現 行 会計 の主 目的
が分配可能 利益 の算 定 であ り,.『利益』 といえば,分 配 可能 利益 である とす る説明 的記述論 を展開
しようとす るな らば,は じめに,現 行 の制度 として行 なわれてい る会計 を観察 する ことか ら始 めな
け れば ならないであ ろ う。
た とえば・購入時100円の商 品について,時 価 が上昇 して現在 では150円でな ければ仕 入 れ られ
な くな っている としよう。 このばあい,現 行 の会計 においては,た とえ時価 が上昇 した として もそ
の商品が販売済 に なる までは100円の ままで価 額 づけす る ことが行 なわれてお り,時 価 の上昇 にあ
わ せて150円に評価 督 し・かつ,50円の評価益 を計 上す るとい うこ とは行 なわれていない。 この評
価 益50円 相 当分 は この商品 が150円以 上で販売 された ときにな って は じ め て,販 売 した期 の利益
として計上 される ことにな ってい る。 では,何 ゆえにその ような処理 が行 なわ れてい るのであ ろ う
か。仮 に,時 価 上昇にあわ せて商品の値 上 りに よる利益 を計上 する として も,こ の利益 はい まだ販
売 されていない もの であ って,配 当金 の支払 な どの分配に 当てる現金 あるいは現金 同等物 の裏 づけ
がな されていない利益 であ り,販 売 が行 なわれ る までに値下 りして しまつ.て獲得 できない こと 《,あ
りうる未実現 の利益 であ る。 したが って,こ の利益相 当分 を分配可能 利益 に含め てし まうことは大
きな不都合 を引きお こす ことにな るであ ろ う。利益は分配 される とぎに,現 金 を もって経営外へ支
払 われるのが原則的 であ り,分 配可能 利益 の うちに未実 現利益が混入す る ことは大 きな不 都合 を引
き起 こす ことにな るであ ろ う。 こうした不都合 を未然 に防止す るた めにチ現行 の会計 は時価 の上昇
した資産 につい て評価替 を行 なわ ず,か つ,評 価益 の計 上 を行 なわない のだ と説明 され よう。 す な
わ ち,説 明 的記述 論 と しては現行 の会計 が評価益 の計 上を行 なわないのは現 行の会計 の主 目的が分
配可能利益の算定 であるか らであ る,と 説明 する ことになるであろ う。現行 の制度 会計 において採
用 されて いるr利 益』認識 の方法 は未 実現利益の計 上 を阻止す る ものであ り,制 度会計 の主 目的 が
分配可能 利益算定であ るこ とを証 明 する ものである。 したが って,現 行 の制度会計 についてその主
目的が分配 可能 利益 の算定 であ る,と する説明的記述論 における 『利益』概念 は分配可能利益 とい
うことになるのであろ う。 そして,こ のr利 益』 ρ認識原則 としては,実 現 主義の原則が採 用 され
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る こ とに な る の で あ る。
2・ 経営意思 決定 目的 と 『利益』概 念
会計 の主 目的 は経営者 の意 思決定 のための資料 を提供 し,か つ,経 営者が行な った意 思決定 の結
果 について,そ の是非 を問 い,さ らに,そ れに よって操 業計画 の改善 に役立つ資料 を提供 するこ と
であ る,と する見方 があ る。 ここでは,こ の見方 に組す るE.O.エドワー ズ とP.W.ベルのr利 益』
を検 討 してみ よう。彼 らは その共著 「TheTheoryandMeasurementofBusinessIncome,1961」
において,「会計資料 が必要 とされるのは,経 営意 思決 定の よしあ しを評価 す るためであ る。 経営
能 力お よびそれに関係す る意 思決 定のプ ロセ スの改善 は,過 去の意思決定 につ いての評価 に大 いに
依存 している。 会計資料 の役割 は過去 の意 思決定の評価 のための基本的 な用具 と して用い られる こ
とであ る。 ……会計情報 は,本 来,経 営者 の職 能 に役立つ ものでなければな らない。……重要 な こ
とは,資 料が経 営意 思決定 を評価 す る手段 と して役立 てられ,そ れに よって,(→ 当期 の生産 過程
における事象 を統制 し,⇔ ・将来 の意 思決定 をよ りよい ものに し,ま た,㊨ 意 思決定 プ ロセス自体
　
を改善 する,こ とに貢献 する ことであ る……」 とのべてい る。 すなわち,エ ドワー ズ ・ベルはプ ラ
ンニング ・ア ン ド・コ ン トロー ルに役 立つ資料の提供が会計の主 目的 であ ると考 えるのであ る。 エ
ドワー ズ ・ベルに よれば,「生産 ・販売 され る財,保 有す る資産 と負債,お よび,生 産に用い られ
る諸要素 な どについ ての数量,価 格 お よび原価(と その変動)に ついて期待値 を決定す る。 そして,
この期待値 は操業計画 をたて るに 当 って,詳 細 に分析 され,予 算 とか,販 売見積 りとか,標 準(期
な　
待)原 価 とい?た 形 で示 され ることにな る。」 さらに,「評価 の手段 と して,あ る期 の実際値 と期待
値 とを比較す るこ とがで きるな らば ……新 た な期待値(標 準値)を 作 り直 し,操 業計画 その もの を
　
改 善す るこ とに役立 つ……」 とい うのである。
経営者が意 思決定 を行 な うのは 『利益』 の最大化 を目ざ して の ことであ る。 そして,経 営者 が行
な った意思決 定 の是非 を問い,操 業計画 その ものを改善す る ことも 『利益』 の獲得 のためであ るだ
ろ う。 この 『利益』 は経 営意思決定 とい うことに役 立つ 『利益』概念であ って,制 度会計 において
算定 されてい る分配可能 利益 とい う意味 のr利 益』 であ る必要 はない。否,む しろ,会 計 の主 目的
が異 なる ところ,こ こにい う 『利益』 が制度会 計における分配可能利益 とい う意味 のr利 益』 であ
っては な らないであ ろう。
エ ドワー ズ ・ベルは彼 らが設定 した会計 目的について,短 期的意 思決定 目的 と長期 的意 思決定 目
的 とに分 けて検討 する。 ここで彼 らがい う短 期的意 思決定 とは,現 存 の資産 を利用す るか否か の意
思決定 であ り,そ の資産 の評価 は機会 原価 に よるこ とになる。 このため に有効 なr利 益』概念 とし
て,彼 らは 「企業 が資産 の市場価 値 を減少 させ ることな しに その期 の終 りに支払 うことを計画 しう
　
る配 当の大 きさ… …」,す なわ ち,資 産 の市 場価 値が どれだけ増加 したかを意味す るr実 現可能利
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益』 が有 効であ る とす る。
次 に,エ ドワー ズ ・ベ ルは長期的意 思決定 目的 のためには,経 営活動 を操業活動 と保有 活動 とに
分 けて検 討すべ きであ ると考 え る。 そこで,彼 らは,ま ず,経 営活動か ら生 ず るr利 益』 を操業 活
動か ら生ず るr操 業利益』 と保有 活動に よって生 ず るr保 有利益』 とに分 けて論 じよ うとす る。 べ
ゆ
ルはその理 由 を 「これ ら二種類 の 『利益』は互 に異 な った意 思決定 の結果 で あ る……」 か らであ る
としてい る。 『保有利益』 は,企 業 が財 の価格が上昇す る前 に,財 を購入 した ことか ら得 られたr利
益』 であ り,現 在 の市場価格 よ りも低 い価格 で財 を購入 した とい う意味 で,原 価 をr節 約 した』 こ
とによるr利益』であ幾 このr保郁 ・溢 』は,分 配しうるか否かにかカ、わらず源 慨 輸 した
とい う意味 でのr利 益』 であ る。 すなわ ち,原 価節約分 は大 きければ大 きいほ ど保 有活動 について
の意思決 定は正 し く,原 価節約分 が小 さければ小 さいほ どその意思決定 が悪か った ことを示 す もの
で,保 有活 動の評価 に有 効 な 『利益』概 念であ る。
次 に,彼 らはr操 業利益』 を次 の よ うに定 義す る。 「製品売上 に よる当期の収益 が その製品 を生
産す るの に使用 された生産諸要 素の カ レン ト原価 を補 償す るのに十分か否 を示 す ものであ る。… …
あ る特定の期 にこ うい う利益 が存在 す る ことは,企 業が経 済 に対 して積極的 に長期 的に貢献 して い
　
ることを示 す ものであ る。」 すなわ ち,r操業利益』が存在 するか否か に よって生産諸 要素の カ レン
ト原価 が補 償 され るか否 かが示 され ることに な り,r操業 利益』 は現 在の条件 の下 で営な まれ る現
在 の生産過程 を継続 すべ きか否 かの判断のために有効 な 『利益』概念 であ る とい うのであ る。 また,
この ような主張か らして,当 然 に,こ のr利 益』 の算定には カ レン ト原価原 則が採 用 され ることに
なるであ ろ う。
3・経 営効率計測 目的 とr利 益』概念
企業 に投資 をしょ うとす る者は,そ の企業 に投資 をす る前 に,そ の企業 の経 営効 率 とい うものに
関心 を持 つはずで,経 営効 率の計測は,投 資意 思決定のた めには必要 な ことであ るとす る見方が あ
る。 こうした経営効 率の計測は会計 に求 められてい るが,現 行 の会計が そのために充分 に役 に立 っ
ている とは言 いがた く,そ れゆ えに,会 計の主 目的 に経営効率 の計測 をおいた新 らしい会計がベ ド
フ ォー ドな どに よって提 唱 されてい る。
経 営効 率の良 し悪 しは獲得 したr利 益』 の寡 多 とな ってあ らわれ るであ ろ う。r利益』 を多 く獲
得 した経 営は経 営効率 が良か った とい うことであ る し,『利益』 を少 な くしか獲得で きなか った経
営は経 営効 率が恐 が った ととい うこ とを意味す るであ ろう。 この 『利益』 は経営効率 の良 し悪 しを
判断す るための ものであ り,現 行 会計 におけ る分配可能 利益 とい う意味 のr利 益』 では ない。
経 営効 率の良 し悪 しを評価 す る方 法 には多々存す るであ ろ うが,ひ とつの方 法 として,予 測 した
将来 のr利 益』 と獲 得 した過去 のr利 益』 とを比較 す る方法,す なわち,事 前 のr利 益』 と事後 の
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r利益』 とを比較 する ことに よって経営効率 の良 し悪 しを評価 す る方法があ る。 この よ・うな方法 を
提案す るベ ドフォー ドは事前のr利 益』 と事後 のr利 益』 との差異分析 を行 な うことに よって経営
効率 の良 し悪 しを明 らかに しょうとす る。 すなわ ち,経 営効 率の良 し悪 しは獲得 したr利 益』 の額
や率 に反映 される ものであ り,そ れゆえに,r利益』 決定 の最 も重要 な役 割は経営の成功 ・不成 功
　
を公開す ることである,と い うのである。 このばあいの 『利益』概念 は経営効 率 の良 し悪 しを評価
するための 『手段』 とな る 『利益』 である。
ベ ドフォー ドはr利 益』 概念 の探求 に当 って操作主義 の採用 を主 張す る。 ベ ドフ ォptH一ドはr利
益』 概念 を規定 しようとするばあい,単 な る辞句的記述 に よるべ きではな く,r操作主義』 を採用
すべ きである とす る。 ただ,ベ ドフ ォ一篇ドに よれば,r利益』概念 を求 め るr操 作』には二通 りの
ものが存在 する とい う。 すなわ ち,r利益』 を計測 するr操 作』 とr利 益』 を創造 するr操 作』 と
である。 ベ ドフォー ドに よれば,前 者 の意味のr操 作』 は会計 のr操 作』 であ り,こ の意味 での
『利益』 は企業の 『利益』 を計測す るばあいの会計担 当者 に よって行 なわれた一組 の操作 として定
義 され るもの,す なわ ち,会 計計測操作 として定義 され る ものである。 これに対 して}後 者 の意味
のr操 作』 は経営 のr操 作』 であ り,こ の意味 でのr利 益』 は企業実体 に よって行 なわれる一組 の
　
操作のr結 果』 と して定義 され るもの,す なわ ち,経 営 操作結 果 と して定義 される ものであ る。
ペ ドフォAド に よれば,「後者 のr利 益』 を経営操作結果 と見 るr操 作主義』 は会計計測 技術 か
ら会計 操作を 切 り離 して考 える ものであ るか ら,常 に会計プ ロセ スについての批 判的検討 のための
基礎 を用意 し,そ して,会 計計 測プ ロセスにおいてな されるべ き必要 な変化 を もた らす余地 を残 し
　
ている。」 とい う。 すなわ ち,経 営効 率の計測 とい うことのためには,会 計計測操作 とは切 り離 し
て,『操作』 と言 えば,経 営の利益創 出活動 を意味 するr操 作』 を とりあげ,そ れに基 づ くr利 益』
概念 を採 用 しようとい うの であ る。
すでに見た ように,ベ ドフォー ドに よれば,経 営効率の良 し悪 しを評価 するための 『利益』 は
『手段』 としての 『利益』 であ り,こ の 『利益』 は経 営の操作 に よって創 出 され るr利 益』 である。
ここで,ベ ドフォー ドはr利 益』 を創 出する経営 の操作 を,用 役 の取得,用 役 の利用,取 得用役 の
再結合,.用役 の販売 の4つ の操作に分 け,そ れ ぞれの操 作か ら創 出す るr利 益』 を算定 し,そ れ ぞ
れ の段階 の経営効率 癖 価 しようとい うのである.そ の肋 には,収 益 は実現 した時に認識 す るの
では な く,そ れ ぞれの操作が完 了 した時点で認識 し,そ れに対応 する費用 を認識 しようとい うので
　
あ る。 この ように,ペ ドフ ォー ドは それ ぞれの操作 か ら創出す る 『利益』 は費用 ・収益対応の原則
を用 いて算定 しようとい うのである。 そして,ベ ドフォー ドは,こ の創出 したr利 益』 をそれぞれ
の操作段階の経営効率 を評価 す るために用 い ようとする。 この経営効 率の評価 は,ベ ドフォ_ド に
よれば,そ れぞれの操作 ごとに標準 を設定 し,こ こに おける標 準的なr利 益』 と実際 に創 出 した
『利益』 との差異分析 を行 な うことに よ って行 なわれ る とい うのである。
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4・将来予測 目的 とr利 益』概念
現在,会 計 は財務諸 表 を用いて企業 についての情 報の提供 を行 な ってい る。 そ して,一 般 に}r投
資家 は会計が提供 する財務 諸表 を参考 に してその企業 に投 資す るか ど うか を決 定 す る。』 と言 われ
て いる。 しか し,投 資家 は現行 の財務諸表 を参考 に して投資 意思決定 を行 な つ・た りは しな い とする
見方が ある。 こ の ように見 る レヴスンは次の ようにゐべてい る。「投 資家は過去 の財 務資料 それ 自
体 に興味 を持 ちは しない……。 む しろ,投 資 を刺激 するのは企業 の将 来の収 益力 について の見通 し
　
である。」 このばあい,将 来 の収益 力はr利 益』が多 ければそれだけ高 い と,r利益』 カ{少なければ
それだけ低 い と予 測 されるであろ う。 もちろん,こ のr利 益』が 分配可能利益 とい う意味 のr利 益』
ではない ことにつ いてはすでに繰 り返 しのべ できた ことか らも明 らかであろ う。 ・
企業 の将 来の収益力 を予測 する方法 には いろいろの方法が あるか もな い が,レ ヴスソは ω 将
来の配 当フ ロー(2)こ れ らの フ ロ 一ーに関連 する リスクを知 ることがで きるな ら ば,将 来の収益力
　
を予測す ることが できる とす る。 そして,こ の点か ら,レ ヴスンは 自か らの 目的に合 致 したr利 益』
を探求 しようとす る。 レヴスンは,r利益』 を,エ ドワー ズ ・ベ ルにな らって,操 業活 動か ら生 れ
たr操 業利益』 と保有 活動 か ら生ず るr保 有利益』(実現可能原価節 約)之 の二 つの構成要 素か ら
成 るものである とす る。 そ して,レ ヴス ンは,r操業 利益』 は もらうんの こ と,特 に,実 現可能原
価 節約(r保有利益』)部分 をr利 益』 と して取 り扱 うべ きであ ると主張す る。た だ,レ.ヴスンはエ
ドワー ズ ・ベ ル と同 じく実現可能原価 節約(『保有 利益』)を 『利益』 であ る と見 ているわけである
が,そ の説明 の仕方が異な って いる。 それは,両 者が主張 す る会計 目的が異な るゆ えにr利 益』 概
念:が異な るか らであ る。
レヴスンは,自 か らが揚 げ る将来の操業 フロー水準 を予 測する とい う会計 目的 との関係か ら実現
可能原価節約(r保 有利益』)がr利 益』 である との説明 ・理論的合理化 を試 み ようとす る。 「この
実現 可能原価節 約 を利益であ る と合理化 す ることは,資 産 の市 場価値 が資産 を用い ることか ら生 ず
る と期待 される将 来の操 業 フロー をあ る適 当な率 を用 いて割 り引 くことに よって決 定 される とい う
理論 的仮説 に基 づいてい る。 さらに,市 場価値 の変動 は資産 を用い ることに よって生 ず ると期待 さ
れ る将 来の操業 フローの変動 を反映す るとい う理論的仮説 に基 づいている。 したが って,こ の仮 説
に よれば,保 有 利益 を生 む資 産価 格の変動 は将来 の増加 した収益 力 を反映 す る ものであ るか ら,保
有 利益 は合理的 な利益 であ るとみ られ よう。仮 に,こ の説 明が納得 す るな らば,こ れ らの実現 可能
原価節約 を含 めた利益概 念は将 来の操業 フロー水 準に関心 を持 つ財務諸表 の読者 に とって適 切な も
　
の とな るであろ う。」す なわ ち,「実現可能原価節約 が将来 の操業 フローの変動 に関連 す るとい う信
念 は重要 で あ る。 この関連 を認 めるな らば,(操業 利益 と実現可能原価節約 とを合 わせた)再 調 達
原価 利益総額 が将来の分配可能操業 フロみ一についての先行指標 どな るデー タを生 み出す ことにな る
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とい う主張が支持 され よう。」 この ように,レ ヴ スンは,エ ドワー ズ,ベ ル と同 じように,実 現可能
原価 節約(『保有 利益 』)を 『利益』 の 内に含 めるべ きであ るとす るわけ であ るが,『利益』 であ る
との説明の仕方 ・理論的合理化の仕方 におい て大 いに異 な って い る。r利益』 概念 とい うものは設
定 す る会 計 目的 との関係 にお いて存在す る もの であ り,設 定 した会計 日的が異 な るな らば,そ の説
明 ・理 論的合理化 の仕方が異な っていて 当然であ る。 レヴスンは会計 の 目的 を将来 の操業 フローの
予測 とい うこ とにお いてお り,ま た,こ の操業 フ ローの予測 は資産の市場価 格 の変動 が その先行 指
標 とな る.と見 ているゆえに,実 現可能原価 節約 とい った 『保有 利益』 の生 ずる ような資産価格 の変
動は将 来の収益 力の増大 をもた らす とみて,そ れ をr利 益』 として取 り扱 うべ きであ る,と す る。
ただ,実 現可能 原価 師約 とい うr利 益』 はその字義 の とお り,原 価 を節 約 した保有活 動 を評価 す る
た めに有効 なr利 益』概念 である。 レヴスンは将来 の フローの予測 を会計 目的にあげて いるのであ
って,こ のr利 益』 について原価 節約 とい う概念 とは別の語 を用 いて規定 すべ きであ ろ う。
Wr保 有 利 益』
r保有利益』(holdingga玉nandloss)とは,す でに取 り扱 って きた ように,資 産 を保有 す るこ
とに よ って生 ず る価 値の増加 であ るが,こ こで,念 のために,1964年のAAAの 実現 委員会 の定
義 「あ る期間 にわた って保有す る資産(お よび負債)の 価値 につ いて,そ の期間 を通 じて生 じた増
加額 … …」 を紹介 してお こう。 この ような保有利益 を会計 上認識 すべ きか否か については古 くは原
価 主義 ・時価 主義の論争 として と り上 げ られて いた ものであ る。 原価 主義会計 であ る現行 の制度会
計 においては,r保有 利益』 が まった く認識 されていないわ けでは ない。 す でに例 示 した ように,
現行の会計 においては,『保有 利益』 分 が資産の販売 な どに よって実現 した時 には,そ れ を 『操業
利益 』 と区別 する ことな しに実現 した期 のr利 益』 として認識 してい る。現行 の原価 主義会計は分
配可能 なr利 益』 の算定 を目的 と しているゆ えにr利 益』 が操業 活動に よる ものか,保 有 活動 に よ
る ものか とい ったその源泉 を問 うこ とは しな い。現行 の会計 は単 に,そ れが実現 した もの であ るか,
未実現 の もの であるか を問 うのであ って,そ のr保 有利益』 が実現 した ものであれば,実 現 した期
のr分 配可能 利益』 の内に含 め,未 実現 の ものであれば,r分配可能 利益』 か ら除 くこ とに してい
るのであ る。 ・!
古 くか らの原価主義 ・時価 主義 の論争 は,r保有 利益』 すべて を計上 すべ きか否 か とい う論争 で
は な く,r保有 利益』 の うちの未実現部分 を計上 すべ ぎか否 か の論争 であ った。 しか し,近 年,こ
のr保 有利益』 を問題 にす るのは実現 か未実現か.とい う問題 と してではな く,保 有活 動か ら生 じた
r保有利益』 を操業活 動か ら生 じたr操 業利益』 か ら区別す る ことに意味 があ ると主張 しての こと
なのであ る。 これにつ いての論争 はすでに原価主 義 ・時価 主義 の論争 か ら離 れてい るの であ る。実
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現 概念委員会に よれば,『保有 利益』 を認識 す るこ とには次の ような意味が あ るとい う。
(1)費用が現在原価(currentcostbasis)で表示 され ることにな る。
(2)価格変動か ら生 じた利益(損 失)は,資 産 の売却 に よって実現 した期に ではな く,価 値 に変
動が生 じた期に認識 され ることにな る。
(3)貸借 対照表において,資 産は その時現在 の経済 的な意味 を示 す額 で評価 され ることに なる。
その結果,そ の会計 資料は,実 現 概念委員会 に よれば,次 の ような ことが らのために役立つ とい
うの である。
(1)r操業 利益』 とr保 有利益』 とを区分表示す る ことに よって,将 来のr利 益』 の有効 な予測
を行 な うことが できる。
(2)貸借対照表 におけ る現在原価評価 は,経 営者が責任 を もって採 用 した原資につ いて経済的に
適 切な数量の計測が行ない うる。
(3)期間 利益率 の算定 に当 っては,用 い られてい る原 資が現在 的に意味 のない取得原価 よ りも現
在原価 に よって評価 され るな らば,い っそう意味 のある結果 が得 られ るはずであ る。
すなわち,実 現概念委 員会に よれば,r保有 利益』 を認識 す ることは,現 行 の会計 の 目的以外 の
目的 に会計 を利用 しようとす るばあいに有効 であ るとい うのであ る。 したが って,r保有利益』 の
認識 を主張 する会計理論 は機能的規範論 として展 開 され ることにな ろう。
『保有利益』 の表示方 法 については,実 現 概念委員会は次の ような三つ の表示方法 をあげてい る。
ωr操 業利益』 と実現 したr保 有利益』 とを区分 表示 し,こ れらの合計額 を純利益 として表示
し,そ して,そ の純利益 の数値:に未実現 のr保 有利益』 を加 えて,純 利益 プ ラスr保 有利益』
とい う名称 で利益額 を示 す方法 を提案 す る。 そ して,貸 借対照表の株主持分 の部 は実現 し留保
した利益 と末実現 のr保 有 利益』 と二 つの異な る もの を表示 す る。 このばあい,資 産 は現在価
値 で示 され,『操業利益』 は現在原価基礎 に よ って示 された費用 と収益取引 との結果 を反映 す
る。実現 した 『保有 利益』 は,そ の一部が顧 客への販売あ るいは 当期 の費 用へ の賦課 に よって
確 認 され るよ りも前 の期 に認識 された もの であ る。
(2)ω のばあい とは,『操業 利益』 と実現 したr保 有利益』 の合計 を 『実現利益』 として示 す と
い うことを除 いて,ほ とん ど同 じである。 そ して,r実現 利益』 とr未 実現保有利益』 の純増
加 との合計 を純 利益合 計 として示 す。 この純 利益合計 は留保 利益勘 定 へ振 り替 え られる。 この
考 え方 は,r利益』 とは富の増加であ ると考 える ものであ り,資 産 が処分 され るか否 かにかか
わ らず,『利益』 とは資産価 値の増加 に よ って生 ず るとい うことにな る。 この考 え方 によれば,
実現 主義 を純 利益の決定 とい うことよ りも純利益の中味 を区分す るために用い よ うとい うの で
あ る。
(3)ω や(2)とちが って,r保有 利益』 を実現 した もの と未 実現 の もの とに区分す るこ とを否定
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す る。 そ して,『操 業 利 益』 とr保 有 利 益』 と を区分 し,両 者 の合 計 を純 利 益 と して表 示 す る
こ とを提 案 す る。
これ ら(1)～(3)の主 張 を下 記 に要 約 す る と,(1)お よび(2)は(A)の よ うに,(3)は(B)の よ う




いずれの区分 の仕 方が適 当であるかは,会 計 の主 目的 を何 に求め るか に よって異 な るであ ろ う。
ただ言える ことは,r保有 利益』 を考 慮 すべ きであ る,と の考 え方 は,『利益』 を分配可能 な もので
あるか否 か どい うことに こだわ る必要 は な い,と い う考 えに基 づ くものであ.つた はずである。 『保
有利益』 を認識 すべ きであ る とす る考 え方 は,そ れ を取 り上 げ るこ とに よって会計が何 か別 の こと
に役 立つ と見 たか らであ ろ う。r利益』 をr操 業 利益』 と 『保 有利益』 とに区分 す る の は,分 配 可
能利益 を算定 す ることのほか に,会 計 の 口的 を別 に設定 したためであ ったはずで ある。 しか るに,
実現 した 『操業 利益』 と実現 した 『保有 利益』 を一 グループ とし,未 実現 の 『保有 利益』 と区別 す
る ことはは じめの趣 旨に反 す ることになるであ ろ う。実現 とか未実現 とい う観 念,お よび,そ の区
別 は分配可能 利益 を念 頭においた もの であ り,そ の観念 ・区分 を 『保 有利益』 の うちに持 ち込 む こ
とは 『保有利益』 をわ ざわざr操 業 利益』 か ら区分 した意味 をな くして し まうことになるだ ろ う。
r保有 利益』 をr操 業利益』か ら区分 す るのは,そ うす るこ とが分配可能 利益 算定 とい う現行 の会
計 の主 目的以外 の役割 を会計 に求 め るか らにほか ならないのであ って,分 配可 能か否か を問 う実現
・未実現の観念 ・区分 を 『保有 利益』 の認識 に持 ち込む必要は ないであろ う。 そうい う点 で,先 の
r保有 利益』 の表示に関 しては,実 現概 念委員会 の小数意見 に属す る ものでは あるが,(B)の区 分に
意味が存す る と考 え られ よう。
ところで,『保有 利益』 を取 り上げ るばあい,し ば しば,こ れが 利益 であるのか資本で あるかが
問わ れてい る。 ある者 は これ を資本 であ る と.い,他 の者は利益 であ る,と 主張 する。 しか し,そ
の主張は互 の意見 をあ い入 れないほ ど頑 なであ ってはな ら な い。『保有 利益』 が存在す る とい うこ
とは,そ の企業 に とって有利 な ことであ り,『利益』 である ことに疑 いない。 この 『利益』 の一部
であるr保 有利益』が資本 であ るか利益であ るかは会計理論 が何について論 じてい るかに よるは ず
であ る。 同一 の人物 があ るばあいには それを資本 である とのべ,他 のば あいには利益であ る とのべ
て良 いのである。 た とえば,貨 幣価 値 の変動 とい う観点か ら 『保有 利益』 を と りあげるな らば,・そ
一一 会計上のr利益』概念 一63
れは資 本 として取 り扱 わ れるであ ろ うし,貨 幣価 値変動 に起因 しないr保 有利益』 はr利 益』 とし
て 取 り扱 われ る ことにな るのである。 すなわ ち,会 計の 口的に何 を選ぶかに よ って 『利益』概念は
異 な るのであ る。
注(1)E・S・Hendriksenl'AccountingTheoryReviseded.1977」P、171参照 。
(2)r利益 』 を この よ うに基 本 的 か つ広 い意 味 に 理解 す る のは,木 村 重義 先 生 の次 の説明 を参 考 に した もの
で あ る。 「経 営 に と って の利 益 は,も っと も基 本 的 で 広 い意 味 で は,・そ の経 営 の状 況 に おけ る,好 ま しい,
その運 営 の 努力 の 目標 に され るべ き諸 事 実 か らな る状 態 を い うの であ ろ う。 … …財 務会 計 を見 る と,そ こ
で は 会計 科 目 と してr利 葺 』 炉存 す る。 …… 会計r利 益』 は広 義 の経 営 利益 の一 部 分 であ って,… …会 計
『利 益』 は … …い わ ば 利 益 そ の ものに 対 して部 分 的 な ので あ る… … ,」(「会計 総 論 」 昭 和51年,p.35)
(3)E.S.Hendriksenop.cit.,p.171参照。
(4)W・A・P・t・n&A・C・Littl・t・nrAnI・t・d ・ti・・t・C・・p・at・Acc・unti・gSt・nd・d・」(中 島省


















⑳E.0.Edwards&P.W.Bellop.cit.,p.93参 照(前 掲 邦訳 書 ,P,76参 照)
⑳ibid。,p.98(前掲 邦訳 書:,p.81)
⑳N.M.Bedford「IncomeDeterminationTheory,onaccountingframework,1966」p.17参照。
㈱ibid.,P.72参照 。
鋤ibid.,p.72参照 。
⑫3ibid.,p.72.
㈲ 董bid.,p.92参照 。
鋤L.Revsine「ReplacementCostAccounting1973」p.30.
㈱ibid.,p.33参 照 。
⑳ 玉bid.,p.92.
⑬Φibid.,p.92.
